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研究成果の概要（和文）：当該研究課題は、日本社会における人口減少、高齢化、都市部への人口集中といった
構造変化が小売業およびそのマーケティング活動に与える影響を探るものである。特に、買い物アクセスに困難
を抱える消費者の基本ニーズを明らかにし、持続可能な小売ビジネスのための要因を特定することを目的として
いる。研究方法としては、先行研究のサーベイ、統計資料の収集およびGISを用いた地域特性の調査を行い、そ
れらに基づく仮説設定と定量的手法による分析を行った。

研究成果の概要（英文）：This research explores how structural changes in Japanese society, like 
population decline, aging, and urban population concentration, affect the retail industry and 
marketing. It aims to identify the needs of consumers facing shopping challenges and factors for 
sustainable retail businesses. The methodology involved reviewing previous studies, gathering 
statistical data, and examining regional traits using GIS. Hypotheses were then formulated and 
analyzed using quantitative methods.

研究分野：商学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、消費者の購買行動における道徳的および認知的正当性の重要性を明らかにし、安全な買い物環境と地
域社会への貢献が顧客ロイヤリティに与える影響を実証した点で学術的意義がある。また、人口減少や高齢化な
どの社会構造変化に対応するため、小売業者が地域社会に根ざしたCSR活動や迅速な情報提供を行うことの重要
性を示しており、実践的な示唆を提供している。特に、危機的状況下での小売業者の役割についての理解を深め
ることで、今後の持続可能な小売ビジネスの発展に貢献するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年の日本社会における構造変化は、小売業およびそのマーケティング活動に対し、甚大かつ
持続的な影響を及ぼしている。以下に主要な構造変化を示す：  人口減少：日本の総人口は 2011
年以降、一貫して減少傾向にある。 高齢化：65歳以上の高齢者の割合は、全人口の約 30%に達
している。 都市部への人口集中：特に若年層および労働人口が都市部、特に首都圏へと集中し、
並行して郊外や地方の人口減少が進行している。 これらの要因は、小売業におけるマーケティ
ング機能および顧客サービスに対して大きな影響を与えている。特に消費者の基本的ニーズを
持続可能な形で充足させる方法については重要な課題である。日常の買い物行動やそのアクセ
スに困難を抱える消費者にとって、これらの変化は深刻な問題であり、その解決が急務となって
いる。さらに、このような環境下で小売ビジネスを持続的に維持・発展させるための方策を明確
にする必要がある。これらが本研究の開始当初における背景である。 
 
２．研究の目的 
上記に述べたようなさまざまな環境変化において、消費者、とりわけ日常の買い物行動やその
アクセスに不利を抱える消費者の基本ニーズを明らかにし、その充足を図るための基本的要因
を特定化すること、さらに、小売業の継続的なビジネスの維持・発展のために必要となる要因を
特定化することが、当該研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
当該研究課題においては、以下の研究方法を採用している。 
1. 先行研究および統計的調査、ケース事例のサーベイ 
まず、買い物アクセスに不利を抱える消費者が直面している問題点を明らかにし、既存の小売
システムの評価を行うことを目的として、先行研究のサーベイならびに過去の調査資料、統計資
料の収集を行った。具体的には、消費者が日常の買い物においてどのような困難を経験している
か、現行の小売システムがどのような点で持続可能性やアクセシビリティに欠けているかを検
討するために、多岐にわたる文献やデータ(公的機関および民間機関による統計資料)を参照し
た。また、特定の地域やコミュニティにおける成功事例や失敗事例を収集し、それらを比較する
ことにより、地域特有の問題や解決策についての特定化を試みている。加えて、都市部と郊外・
地方部の人口密度や公共交通を用いたアクセシビリティの程度など、地域の特性を考慮した調
査を実施するため、GIS を活用して統計情報の多角的な把握を行った。これらのデータは、定量
調査のための調査票の作成や調査票配布の割り当てにおいて有力な情報を提供している。 
なお、研究開始当初の 2020 年度は、新型コロナウイルスによる世界的なパンデミックに見舞
われており、さらに 2021 年度秋まで断続的に新型コロナウイルス対策に関連した特別措置法に
よる緊急事態宣言や行動制限が続いたため、対面形式での情報・資料収集が困難な状況であった。
このため、情報・資料収集には Microsoft Teams や Zoom などのオンラインミーティングツール
を積極的に活用し、行動制限下において可能な限りのデータ収集を行った。また、消費者行動調
査において多面的な分析を行うため、海外の資料・先行研究・調査データ収集も行い、これらに
ついては、海外の消費者行動調査の専門家や研究協力者、実務家のアドバイスを受けながら調査
を進めた。これらの一連の調査と資料収集に基づき、当該研究課題に関連する消費者行動モデル
についてのいくつかの仮説を設定した。 
2. 定量的手法による分析 
前述の先行研究および統計的調査を基に構築した仮説の検証を目的として、詳細な調査票を
作成した。調査票には、上記のいくつかの仮説を反映した設問に加えて、回答者の地理的変数、
デモグラフィック変数等も含めた。また、調査票の予備調査を事前に同意を得た数名の回答者に
対して行い、内容について意見交換を実施した。さらに、当該研究課題に関連する実務関係者と
も意見交換を行い、調査票の改善および調整を行った後、全国規模の本調査を実施した。 
調査票の配布および収集に際しては、新型コロナウイルス感染防止の観点を十分に考慮し、感
染防止対策を講じた。調査の結果、得られたデータを用いて仮説の検証を行い、消費者の購買行
動や新たな小売サービスに対するニーズに関する分析を行った。この分析により、先行研究のモ
デルを改善し得る新たな購買行動モデルを抽出することができた。 
 
４．研究成果 
日本の消費者は小売業者および小売サービスに対して高い期待を抱いており、また顧客ロイ
ヤルティも高い傾向にある。現在の買い物環境において、何らかの高い脅威を認識すると、より
好みの買い物手段や好みの小売店での買い物行動を継続する傾向が強いことが明らかとなった。
なお、脅威の認識については回答者のセグメントごとに違いがみられた。さらに、消費者は小売
業者に対して、実利的な便益のみならず、社会的責任を果たし、消費者や地域に配慮している（と
消費者からみなされた）小売業者を支持し、継続的に利用する傾向がみられた。この傾向は不確
実な危機的環境（緊急事態宣言など）においてより強くなった。これから、買い物困難地域にお
ける小売業者でのマーケティング活動には、地域社会に根ざした CSR 活動や弱者への支援など、



地域と協力し支援するためのリソース配分が必要であると考えられる。また、消費者は、小売業
者の活動に対しての透明性への欲求も高い傾向がみられた。消費者の要求に迅速に対応し、不確
実性を減少させるために透明性を高めたタイムリーな情報提供が求められると考えられる。こ
れには、ソーシャルメディアやモバイルプラットフォームなどを含めた多様な情報伝達手段を
用いての消費者コミュニケーションが有効であると思われる。 
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